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（JIS B 1220アンカーボルト）定着長さLab≧20da

アンカーボルト中心からの柱型側面かぶりCsa≧4da

da ： アンカーボルト軸部直径

［既製品露出柱脚］

・メーカー仕様アンカーボルト定着長さ

・メーカー仕様柱型側面かぶり厚さCsa≧Csao（図2）
2）柱型主筋

①柱型主筋本数： 各辺3本以上，計8本以上

②柱型主筋比pg＝Σac/(Bc･Dc) ： 0.6% 以上

　Σac ： 柱型主筋全断面積

Bc，Dc ： 柱型幅とせい

③柱型主筋全長

・上端・ 定着金物付き： 30d 以上

・上下端・ 直線定着： 40d 以上

　d ： 柱型主筋呼び名の値

④直接基礎と接続する基礎梁下端1段筋中心からの柱型

主筋突出長さCBot

RCS 混合構造設計指針（2026年）1）では，既製品露

出柱脚の場合，アンカーボルト軸部直径da が大きくなる

と，アンカーボルト中心から柱型側面かぶり厚さは 4da

未満になることが多いことより，鉄骨露出柱脚・ 基礎梁

主筋定着部編（以下，露出柱脚編）3章（2）柱型部配

筋詳細の構造規定（a）アンカーボルトを改定するとと

もに，本編は第三者機関の技術評価を取得した杭頭工法

を適用してもよいとしている。

■�本編に使用できる材料

1） コ ンクリートは，設 計 基 準 強 度Fc 21N/mm2 以 上

60N/mm2 以下の普通コンクリートとする。

2）鉄筋は鉄骨露出柱脚 ・ 基礎梁主筋定着実験 1）を基に

表1とし，定着金物は SABTEC評価を取得した機械式

定着金物，鋼材は表2とする。

3）アンカーボルトは，伸び能力のある JIS B 1220アン

カーボルトか，本編適用対象の表3の既製品露出柱脚

アンカーボルトとする。

■�柱型部配筋詳細の構造規定（図1）

1）アンカーボルト
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③―鉄骨露出柱脚・基礎梁主筋定着部編

SABTEC 機械式定着工法設計指針（2026 年）

使用箇所 鋼種

主筋 SD295，SD345，SD390，SD490

柱型部横補強筋 SD295，SD345，SD390，SD490
685N/mm2級，785N/mm2級高強度せん断補強筋

定着部拘束筋 SD295，SD345，SD390，SD490
かんざし筋 SD295，SD345，SD390

表1　本編に使用できる鉄筋

図1　柱型部配筋詳細の各部名称
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　（柱型主筋下端定着金物または 90°フック定着) 

　3d 以上，フックの余長： 8d 以上

　（柱型主筋下端直線定着）5d 以上

⑤既製品露出柱脚の柱型主筋量： メーカー仕様

⑥柱型主筋のかぶり厚さ

　（柱型主筋中心からの側面かぶり厚さ）2d 以上

　（柱型主筋上下かぶり厚さ，定着金物のかぶり厚さ）

　JASS 5の設計かぶり厚さ以上

3）柱型横補強筋および定着部拘束筋

式（1）の柱型横補強筋比pjwh は 0.3% 以上とし，図 1

に示すように，柱型横補強筋は基礎梁上下最外縁主筋間

に配置するとともに，定着部拘束筋を基礎梁下端筋下部

または下部と上部に配置する。

pjwh＝
nw･awh

(Bc･jtgo)  （1）

nw ： jtgo 区間内の柱型横補強筋の組数

awh ： 柱型横補強筋1組の断面積

Bc ： 柱型幅

jtgo ： 基礎梁最外縁の上下主筋中心間距離

4）基礎梁主筋定着部

【基礎梁上端筋定着部】 

基礎形式にかかわらず，機械式直線定着としてよい。

【基礎梁下端筋定着部】

直接基礎 ： 基礎梁中段筋を配置するか，基礎梁下端筋

位置までアンカーボルトを延長する場合，基礎梁下端筋

は機械式直線定着としてよい。

杭基礎： 杭頭補強筋の定着長さを柱型部下面からL2ま

たはL2h 以上とするか，第三者機関の技術評価を取得し

た杭頭補強工法や杭頭半剛工法を適用する場合，基礎

梁下端筋を機械式直線定着としてよい。

　L2，L2h ： JASS 5の直線定着長さおよびフック付き

定着長さ

【基礎梁中段筋定着部】

基礎梁中段筋は，図3に示すように，基礎梁上下端面

から基礎梁せいDg/3 の位置に配置し，基礎梁中段筋定

着部は，基礎梁上下主筋の定着長さℓagと同じ機械式直

線定着とする。

■ 柱型部せん断設計条件

非保有耐力接合の場合，RC構造設計指針 2）4.2節と同

様，直接基礎では式（2），杭基礎では式（3）の柱型

部せん断設計条件を満足しなければならない。

λp＝min(
Vpuh

Vmuh
，

Vpuv

Vmuv
)≧1.0 （2）

λ p＝
Vpuh

Vmuh
≧1.0 （3）

λ p ： 柱型部せん断余裕度

Vmuh，Vmuv ： 指針式（5.1.1），指針式（5.1.9）の水

平 , 鉛直方向の柱型部終局強度設計用

せん断力

Vpuh，Vpuv ： 指針式（5.2.1）の水平，鉛直方向の柱

材質記号

SN400A，B，C，SN490B，C STK400，STK490
SS400 STKR400，STKR490

SM400A，B，C，SM490A，B，C
SM490YA，YB，SM520B，C

BCR295
BCP235，BCP325

SMA400A，B，C，SMA490A，B，C BCP325T
STKN400W，B，STKN490B ―

表2　本編に使用できる鋼材
商品名 開発会社

ベースパック 岡部（株），旭化成建材（株）セレクトベース
ハイベース センクシア（株）PINベース工法
NCベース 日本鋳造（株）
ISベース アイエスケー（株）

ジャストベース（JEⅡ型） コトブキ技研工業（株）
フリーベース工法 フルサト工業（株）
スマートベース工法 東京鉄鋼（株）

表3　本編適用対象の既製品露出柱脚

図2　既製品柱脚のアンカーボルト中心からの柱型側面かぶり厚さCsao例

梁主筋D25

梁st．D13

柱型フープ 4-D16@100

柱型主筋 44-D29

（アンカーボルト中心側面
かぶり厚さ）/da＝2.8

A.Bolt 12-M64

1,
15

0
30

0
30

0
55

0

1,150
180 180790

4da＝256

750 5065050

44

図3　多段筋基礎梁と中段筋基礎梁
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図3　多段筋基礎梁と中段筋基礎梁
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1 3 4 SABTEC 機械式定着工法設計指針（2026 年） ●

型部せん断耐力

直接基礎の場合，図4の最下階L形，T形柱型部の応

力状態より指針式（5.1.1）が導出され，杭基礎の場合，

図5の最下階ト形，十字形柱型部の応力状態より指針式

（5.1.9）が導出される。 また，指針式（5.2.1）の水平，

鉛直方向の 柱型部せん断耐力Vpuh，Vpuv は，RC構造

設計指針 2）6 章の柱梁接合部と同様，靭性保証型設計指

針 4）に準じて導出される。

指針式（5.1.1）と指針式（5.1.9） のVmuh，Vmuv は，

指針式（5.1.2）より終局強度設計用柱せん断力Qcu に変

換され，指針式（5.2.1）のVpuh，Vpuv は，指針式（解

5.2.1）より柱型部せん断耐力時柱せん断力cQpu に変換

される。 上記指針式の妥当性は，U型定着試験体（2

体）と機械式定着試験体（14体）の開発実験 1）で確認さ

れている。

これらより，直接基礎とし た L形，T形柱型部で は，

非保有耐力接合の場合，式（2）を適用することでせん

断破壊を防止している。

1）RC構造設計指針 2）8.1節（1）1）より，基礎梁主筋

定着長さℓag は，上端筋，下端筋，中段筋ともに，指

針式（8.1）の必要定着長さℓao 以上，16db 以上，かつ，

(Dc＋jta)/2以上とし，必要定着長さℓao の適否判定上

限値を 25dbとする。

Dc ： 柱型せい

jta ： 最外縁アンカーボルト中心間距離（図 1）

db ： 基礎梁主筋呼び名の値

2）最外縁アンカーボルト中心間距離jta 区間外の基礎梁

上下主筋定着部は，RC構造設計指針 2）14.2節（2）と

（3）による。

3）基礎梁主筋中心から柱型部側面までの側面かぶり厚

さCs は 3db 以上とし，基礎梁主筋先端の定着金物各部

かぶり厚さは，JASS 5の設計かぶり厚さ以上とする。

■�柱型横補強筋と定着部拘束筋の全補強筋量

XY方向ともに，露出柱脚部の曲げ降伏後，柱型部せ

ん断破壊防止のために，柱型横補強筋比pjwh を 0.3% 以

上とし， RC構造設計指針 2）の柱梁主筋外定着部編に準

じ，柱型横補強筋と定着部拘束筋の全補強筋量Σ(pjwh･

σwy) を式（4）で規定している。

Σ(pjwh･σwy)≧{(
φｓ･RuD

R 80a
)－αwo}･

Fc

βw
 （4）

Σpjwh＝pjwh＋(pjwh)H･
σwyH

σwy
 （5）
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RuD ：表4の設計限界層間変形角

R80a ： 柱型部せん断余裕度λp で決定する限界層間変

形角（表5）
Fc ： コンクリートの設計基準強度

(pjwh)H＝
φnH･awH

(Ｂc･jtgo) ：  
定着部拘束筋による等価横

補強筋比

Bc ： 柱型幅

nH，awH ： 定着部拘束筋の組数と1組の断面積

jtgo ： 基礎梁最外縁の上下主筋中心間距離

σwy，σwyH ： 柱型横補強筋と定着部拘束筋の降伏強度

RC 構造設計指針 7.1 節 2）と同様，柱型横補強筋の降伏

強度σwy は， SD295～SD390で は 規格降伏点の 1.1倍，

SD490，685N/mm2 級と785N/mm2 級では規格降伏点

の 1.0倍とする。 また，定着部拘束筋の降伏強度σwyH

は，SD490以下の場合，規格降伏点とし，SD490を超え

る場合，490N/mm2とする。

表 5 中のαwo，βw は，RC 構造設計指針 7.1 節 2）の 表

7.1と同様の値とし，式（6）の右辺のαw は，接合部横

補強筋量pjwhσwy/σB に係わる補正係数として式（7）

で定義している。

R80min＝R８０a･αw     （6）

αw＝αwo＋βw･(
Σpjwh･σwy

σB
) （7）

■�定着部拘束筋

定着部拘束筋は，XY方向とも，基礎梁下端筋下部ま

たは下部と上部に外周筋 2組以上または中子筋（副帯筋

2 本）併用の 1 組以上とし，式（8）を満足しなければな

らない。

THy≧γHg･Tgy     （8）

THy＝AH･σwyH

Tgy＝agt･σgy 

THy ： 定着部拘束筋足部の全降伏引張耐力

Tgy ： 基礎梁下端筋の降伏引張耐力

AH ： 定着部拘束筋足部の全断面積

σwyH ： 定着部拘束筋の降伏強度

agt ： 基礎梁下端筋の全断面積

σgy ： 基礎梁下端筋の降伏強度（規格降伏点）

γHg ： 基礎梁下端筋から定着部拘束筋への引張力伝

達係数 (γHg＝0.1 とする )

開発実験で は，降伏ひ ず みε y 到達時R＝20×10－3 

rad.以降，柱型横補強筋と定着部拘束筋の平均ひずみが

急増することより，柱型横補強筋と定着部拘束筋は，柱

型部せん断ひび割れ進展防止と基礎梁下端筋定着耐力

向上に寄与していると判断できる。

■�検定計算フロー

図6に示すように，非保有耐力接合，保有耐力接合に

かかわらず，各部構造規定検定の適否判定では，基礎

梁主筋定着部，ならびに柱型横補強筋比と定着部拘束筋

の適否を確認した後，非保有耐力接合の場合，杭基礎で

はト形，十字形柱型部せん断検定，直接基礎では L形，

T形柱型部せん断検定を行う。

■�検定計算の注意事項

1）基礎梁主筋定着は，隅柱と側柱型部内，ならびに左

右材端部で基礎梁主筋本数が異なる中柱型部内で行

われる。

2）露出柱脚の検定に用いる 1階鉄骨柱内法高さho1 は，

1階構造階高h1，基礎梁せ いDg1，2層目鉄骨梁せ い

Dg2より，ho1＝h1－(Dg1＋Dg2)/2とする。

3）本検定計算では，安全側に終局強度設計用柱せん断

力Qcu＝cQguとし，柱型部せん断設計条件による水平

方向の柱型部終局強度設計用せん断力Vmuh は，図 5

より，1階鉄骨柱の反曲点位置ho1/2を 1階鉄骨柱内法

高さ中央，基礎梁の反曲点位置ℓo/2を基礎梁内法ス

パン長中央としている。

■�JIS�B�1220アンカーボルトの適用条件

鋼構造接合部設計指針 5）7.2節（3）を満足する JIS B 

1220アンカーボルトの場合，引張とせん断の組合せ応

力を受けるアンカーボルト1 本当たりの降伏引張耐力と

降伏せん断耐力の設計条件を満足する必要がある。 こ

の点は，一貫構造計算プログラムで確認し，保有耐力接

合の場合，本編 3 章(2) 柱型部配筋詳細の構造規定と4.2

基礎梁主筋定着部の規定を満足することを確認すれば，

JIS B 1220アンカーボルトを適用することができる。

また，非保有耐力接合の場合，柱型部のせん断破壊を防

止するために，柱型部せん断設計条件を満足することを

確認しなければならない。

既製品露出柱脚の検定方法

R80aの算定式
αwo

βw
直交梁なし 片側直交梁付き 両側直交梁付き

ト型，十字型接合部 R80a＝0.03λp 0.4 0.6 1.0 19
T型接合部 R80a＝0.024λp 0.6 0.7 1.2 4.8
L型接合部 R80a＝0.03λp 0.6 0.8 1.2 8.9

表5　R80aの算定式および補正係数αwo,βw
設計区分

① ②
30 40

表4　設計限界層間変形角RuD

単位：×10－3
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型部せん断耐力

直接基礎の場合，図4の最下階 L 形，T形柱型部の応

力状態より指針式（5.1.1）が導出され，杭基礎の場合，

図5の最下階ト形，十字形柱型部の応力状態より指針式

（5.1.9）が導出される。 また，指針式（5.2.1）の水平，

鉛直方向の 柱型部せん断耐力Vpuh，Vpuv は，RC構造

設計指針 2）6章の柱梁接合部と同様，靭性保証型設計指

針 4）に準じて導出される。

指針式（5.1.1）と指針式（5.1.9） のVmuh，Vmuv は，

指針式（5.1.2）より終局強度設計用柱せん断力Qcu に変

換され，指針式（5.2.1）のVpuh，Vpuv は，指針式（解

5.2.1）より柱型部せん断耐力時柱せん断力cQpu に変換

される。 上記指針式の妥当性は，U 型定着試験体（2

体）と機械式定着試験体（14体）の開発実験 1）で確認さ

れている。

これらより，直接基礎とし た L形，T 形柱型部で は，

非保有耐力接合の場合，式（2）を適用することでせん

断破壊を防止している。

1）RC構造設計指針 2）8.1節（1）1）より，基礎梁主筋

定着長さℓag は，上端筋，下端筋，中段筋ともに，指

針式（8.1）の必要定着長さℓao 以上，16db 以上，かつ，

(Dc＋jta)/2以上とし，必要定着長さℓao の適否判定上

限値を 25dbとする。

Dc ： 柱型せい

jta ： 最外縁アンカーボルト中心間距離（図 1）

db ： 基礎梁主筋呼び名の値

2）最外縁アンカーボルト中心間距離jta 区間外の基礎梁

上下主筋定着部は，RC構造設計指針 2）14.2 節（2）と

（3）による。

3）基礎梁主筋中心から柱型部側面までの側面かぶり厚

さCs は 3db 以上とし，基礎梁主筋先端の定着金物各部

かぶり厚さは，JASS 5の設計かぶり厚さ以上とする。

■�柱型横補強筋と定着部拘束筋の全補強筋量

XY方向ともに，露出柱脚部の曲げ降伏後，柱型部せ

ん断破壊防止のために，柱型横補強筋比pjwh を 0.3% 以

上とし， RC構造設計指針 2）の柱梁主筋外定着部編に準

じ，柱型横補強筋と定着部拘束筋の全補強筋量Σ (pjwh･

σwy) を式（4）で規定している。

Σ(pjwh･σwy)≧{(
φｓ･RuD

R 80a
)－αwo}･

Fc

βw
 （4）

Σpjwh＝pjwh＋(pjwh)H･
σwyH

σwy
 （5）

基礎梁主筋定着部の設計

柱型部横補強筋規定
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RuD ：表4の設計限界層間変形角

R80a ： 柱型部せん断余裕度λp で決定する限界層間変

形角（表5）
Fc ： コンクリートの設計基準強度

(pjwh)H＝
φnH･awH

(Ｂc･jtgo) ：  
定着部拘束筋による等価横

補強筋比

Bc ： 柱型幅

nH，awH ： 定着部拘束筋の組数と1組の断面積

jtgo ： 基礎梁最外縁の上下主筋中心間距離

σwy，σwyH ： 柱型横補強筋と定着部拘束筋の降伏強度

RC 構造設計指針 7.1 節 2）と同様，柱型横補強筋の降伏

強度σwy は， SD295～SD390で は 規格降伏点の 1.1倍，

SD490，685N/mm2 級と785N/mm2 級では規格降伏点

の 1.0倍とする。 また，定着部拘束筋の降伏強度σwyH

は，SD490以下の場合，規格降伏点とし，SD490を超え

る場合，490N/mm2とする。

表 5 中のαwo，βw は，RC 構造設計指針 7.1 節 2）の 表

7.1と同様の値とし，式（6）の右辺のαw は，接合部横

補強筋量pjwhσwy/σB に係わる補正係数として式（7）

で定義している。

R80min＝R８０a･αw     （6）

αw＝αwo＋βw･(
Σpjwh･σwy

σB
) （7）

■�定着部拘束筋

定着部拘束筋は，XY方向とも，基礎梁下端筋下部ま

たは下部と上部に外周筋 2組以上または中子筋（副帯筋

2 本）併用の 1 組以上とし，式（8）を満足しなければな

らない。

THy≧γHg･Tgy     （8）

THy＝AH･σwyH

Tgy＝agt･σgy 

THy ： 定着部拘束筋足部の全降伏引張耐力

Tgy ： 基礎梁下端筋の降伏引張耐力

AH ： 定着部拘束筋足部の全断面積

σwyH ： 定着部拘束筋の降伏強度

agt ： 基礎梁下端筋の全断面積

σgy ： 基礎梁下端筋の降伏強度（規格降伏点）

γHg ： 基礎梁下端筋から定着部拘束筋への引張力伝

達係数 (γHg＝0.1 とする )

開発実験で は，降伏ひ ず みε y 到達時R＝20×10－3 

rad.以降，柱型横補強筋と定着部拘束筋の平均ひずみが

急増することより，柱型横補強筋と定着部拘束筋は，柱

型部せん断ひび割れ進展防止と基礎梁下端筋定着耐力

向上に寄与していると判断できる。

■�検定計算フロー

図6に示すように，非保有耐力接合，保有耐力接合に

かかわらず，各部構造規定検定の適否判定では，基礎

梁主筋定着部，ならびに柱型横補強筋比と定着部拘束筋

の適否を確認した後，非保有耐力接合の場合，杭基礎で

はト形，十字形柱型部せん断検定，直接基礎では L形，

T形柱型部せん断検定を行う。

■�検定計算の注意事項

1）基礎梁主筋定着は，隅柱と側柱型部内，ならびに左

右材端部で基礎梁主筋本数が異なる中柱型部内で行

われる。

2）露出柱脚の検定に用いる 1 階鉄骨柱内法高さho1 は，

1階構造階高h1，基礎梁せ いDg1，2 層目鉄骨梁せ い

Dg2より，ho1＝h1－(Dg1＋Dg2)/2とする。

3）本検定計算では，安全側に終局強度設計用柱せん断

力Qcu＝cQguとし，柱型部せん断設計条件による水平

方向の柱型部終局強度設計用せん断力Vmuh は，図 5

より，1階鉄骨柱の反曲点位置ho1/2を 1 階鉄骨柱内法

高さ中央，基礎梁の反曲点位置ℓo/2を基礎梁内法ス

パン長中央としている。

■�JIS�B�1220アンカーボルトの適用条件

鋼構造接合部設計指針 5）7.2 節（3）を満足する JIS B 

1220アンカーボルトの場合，引張とせん断の組合せ応

力を受けるアンカーボルト1 本当たりの降伏引張耐力と

降伏せん断耐力の設計条件を満足する必要がある。 こ

の点は，一貫構造計算プログラムで確認し，保有耐力接

合の場合，本編 3 章(2) 柱型部配筋詳細の構造規定と4.2

基礎梁主筋定着部の規定を満足することを確認すれば，

JIS B 1220アンカーボルトを適用することができる。

また，非保有耐力接合の場合，柱型部のせん断破壊を防

止するために，柱型部せん断設計条件を満足することを

確認しなければならない。

既製品露出柱脚の検定方法

R80aの算定式
αwo

βw
直交梁なし 片側直交梁付き 両側直交梁付き

ト型，十字型接合部 R80a＝0.03λp 0.4 0.6 1.0 19
T型接合部 R80a＝0.024λp 0.6 0.7 1.2 4.8
L型接合部 R80a＝0.03λp 0.6 0.8 1.2 8.9

表5　R80aの算定式および補正係数αwo,βw
設計区分

① ②
30 40

表4　設計限界層間変形角RuD

単位：×10－3
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本稿③ で は，鉄骨露出柱脚 ・ 基礎梁主筋定着部編

（2026年）の基本事項，基礎梁主筋定着部の設計，柱

型部横補強筋規定，既製品露出柱脚の検定方法，ならび

に既製品露出柱脚の柱型側面かぶり厚さCsao の規定につ

いて紹介した。

一方，露出柱脚編（2026年）3章の解説（2）では，

JIS B 1220アンカーボルトを用いる設計の場合，鋼構

造接合部設計指針 5）7.2節（3）の設計条件を確認すると

し，基礎梁下端 1段筋が曲げ上げ定着の規定について付

記した。

また，本編では，第三者機関の技術評価を取得した杭

頭補強工法と杭頭半剛接合既設杭工法を適用してもよい

としている。

 （ますお　きよし）
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おわりに
■基礎梁下端1段筋曲げ上げ定着の場合

基礎梁下端筋が機械式定着の場合，露出柱脚部の実

験 1）を基に，露出柱脚編3章（2）（c）の定着部拘束筋

を配置することにしている。 一方，基礎梁下端1段筋が

曲げ上げ定着の場合，RC構造設計指針 2）8.3節の解説

（3）に準じ，基礎梁下端筋が 2段筋または 3段筋の L形

接合部では，ℓag≧ℓao，ℓag≧16db かつℓag≧(3/4)Dc

の場合，2段目および 3段目の下端筋を機械式直線定着

としてもよい。

ℓag ： 基礎梁下端筋定着長さ

ℓao ： 必要定着長さ

db ： 基礎梁下端筋呼び名の値

Dc ： 柱せい 

また，基礎梁下端1段筋が曲げ上げ定着の場合，柱型

部の横補強筋比pjwh は 0.3% 以上とし，定着部拘束筋は

配置しなくてもよい。

一方，基礎梁主筋が機械式定着の場合，柱主筋の基礎

梁下端筋以下の突出長さCBot を規定にかかわらず，基

礎梁下端1段筋が曲げ上げ定着の場合，RC構造設計指

針 2） 14.2節（1）1） に 準じ，柱 主 筋 定 着 長 さ ℓac を

JASS 5のフック付き定着長さL2h 以上，または直線定着

長さL2 以上とすればよい。

図6　検定算出フロー

：本編4.2節

：本編3章（2）（a）
：本編3章（2）（c），5.3節
：本編5.3節
：本編5.4節
：既製品メーカー仕様

（注）
　既製品露出柱脚アンカーボルトは，
既製品メーカー仕様による。

①λp＝Vpuh/Vmuh≧1.0 ①λp＝min（Vpuh/Vmuh，Vpuv/Vmuv）≧1.0
②基礎梁中段筋カットオフ位置の確認

柱型部配筋詳細図の作成

ト形，十字形柱型部せん断検定 L形，T字形柱型部せん断検定

③柱型必要横補強筋比pjwh
柱型全補強筋量Σpjwh・σwyo
④定着部拘束筋THY/Tgy
⑤基礎梁せい比Dg/Hc

保有耐力接合

（4.1節）アンカーボルト定着検定
①Tau≧αa・ΣTay
②Xn/Dp≦0.25
③Ncy≧Nay

杭基礎or直接基礎

②アンカーボルト中心側面かぶり厚さCsa

START

設計図書（検討部位）の確認

柱型部の既製品メーカー仕様の確認

各部構造規定の適否判定

①基礎梁主筋定着長さℓag

YES NO

杭基礎 直接基礎
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建築研究所では，研究開発成果の効果的な普及のた

め広く情報発信を行っている。

本稿では，令和8年3月に建築研究所が公開した建築

研究報告（第156号）について，その概要を紹介する。

また，令和7年度に発行した建築研究所の広報誌「えぴ

すとら（Epistula）」 のVol.99・ 100・ 101・ 102に つ

いて，その内容の概要も併せて紹介する。

■ JIS改正後のセメントを使用したコンクリートの性能に関

する研究（建築研究報告156号（2026年3月）

セメント産業のカーボンニュートラルの実現に寄与す

べく，普通ポルトランドセメントに混合する少量混合成

分の分量を増量する取組みが進められている。 JIS R 

5210[ポルトランドセメント]では，普通ポルトランドセ

メントの少量混合成分の分量上限値を5%以下から10%

以下に変更することを主目的とした改正作業が行われて

きた。 2026年2月現在，JIS R 5210[ポルトランドセメ

ント]をはじめ，普通ポルトランドセメントを基材とする

混合セメント（JIS R5211[高炉セメント]，JIS R 5212 

[シリカセメント]，JIS R 5213[フライアッシュセメン

ト]）の改正案が日本産業標準調査会第25回土木技術専

門委員会で了承され，これらのJISは2025年度中の官報

公示が見込まれている。

本報告は，少量混合成分の分量上限値の変更が，建築

基準法第 37 条第二号に該当するコンクリート（以下，

大臣認定コンクリート）の性能に与える影響を評価する

ことを目的とした。 また，本検討を実施するにあたり，

｢JIS 改正後のセメントを使用した大臣認定コンクリート

の性能に関する有識者懇談会｣（座長： 野口貴文東京大

学大学院教授，事務局 ： セメント協会）を設立し，ここ

で策定・ 承認された検証実験計画に基づき試験を実施

した。 少量混合成分の合量を質量で0%以上10%以下と

したセメント（改正JISセメント）を使用した大臣認定

コンクリートの性能評価試験として，既に認定を受けて

いる大臣認定コンクリートを網羅した条件で，「コンクリ

ートのフレッシュ性状 ・ 強度特性検証試験」「高温環境

下のコンクリートのフレッシュ性状確認試験」，および

「高温度履歴下のモルタル ・ セメントペースト試験」を

実施し，現行JISセメントを使用した場合と改正JISセメ

ントを使用した場合との同等性を評価した。 得られた結

果を，以下に示す。

1）さまざまな調合条件のコンクリートにおいても，フレ

ッシュ性状に大きな差がないことが確認された。 また，

調合条件，養生条件，および材齢期間の違いによらず，

コンクリートの強度は同等性を有していることが確認

された。 また，圧縮強度結果から算出される強度式も

同等性が有していることが確認された。 また，構造体

強度補正値も同程度の値であることが確認された。

2）35℃を上まわる高温環境下でのコンクリートのフレッ

シュ性状，凝結時間に大きな差がないことが確認された。

3）高温度履歴を受けたモルタルのフレッシュ性状，圧

縮強さ，細孔構造，セメントペーストのクリンカ反応

量と水酸化カルシウムをはじめとする水和物の生成に

大きな差がないことが確認された。

これらの結果から，改正JISセメントおよびそれを基

材とするセメント（混合セメントを含む）を使用した

大臣認定コンクリートは，現行JISセメントおよびそれ

を基材とするセメント（混合セメントを含む）を使用

した大臣認定コンクリートの性能と同等であると判断

できる。
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